
令和4年11月1日から令和 5年10月31日まで

単位：千円 単位：千円

流動資産 11,654,578 流動負債 1,344,505 　　　売上高 7,678,321

固定負債 2,984,470 　　　売上原価 0

負債合計 4,328,975        売上総利益 7,678,321

固定資産 9,468,736 純資産の部        販売費及び一般管理費 3,653,896

　有形固定資産 6,575,578 資本金 50,000 4,024,425

　無形固定資産 8,166 利益剰余金 16,744,339 9,601

　投資その他の資産 2,884,992 純資産の部合計 16,794,339 4,034,026

資産合計 21,123,314 負債及び純資産合計 21,123,314

-146,210

3,887,816

1,380,864

2,506,952

単位：千円

Ⅰ．株主資本

50,000

50,000

12,500

12,500

（2）その他利益剰余金

3,024,887

-513,048

2,511,839

15,157,387

1,586,952

16,744,339

0

0

15,207,387

1,586,952      

16,794,339

Ⅱ．評価・換算差額等

Ⅲ．新株予約権

純資産合計 15,207,387     

1,586,952      

16,794,339

【 財　　務　　諸　　表 】

貸借対照表 損益計算書

令和5年10月31日現在 令和4年11月1日から令和5年10月31日まで

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

　　　営業利益

　　　営業外損益

　　　経常利益

特別損益の部

　　　特別損益

税引前当期純利益

　　　法人税その他の税額

　　　当期純利益

株主資本等変動計算書

令和4年11月1日から令和5年10月31日まで

当期末残高

2.資本剰余金

前期末残高

当期変動額

当期末残高

1.資本金

前期末残高

当期変動額

当期変動額

当期末残高

3.利益剰余金

（1）利益準備金

前期末残高

繰越利益剰余金

前期末残高

当期変動額

当期末残高

利益剰余金合計

前期末残高

当期変動額

当期末残高

4.自己株式

前期末残高

当期変動額

当期末残高

株主資本合計

前期末残高

当期変動額

当期末残高

前期末残高

当期変動額

当期末残高

前期末残高

当期変動額

当期末残高

前期末残高

当期変動額

当期末残高

項目⑩財務諸表



令和4年11月1日から令和 5年10月31日まで

【 財　　務　　諸　　表 】

個別注記表

令和4年11月1日から令和5年10月31日まで

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．固定資産の減価償却の方法

○有形固定資産
　法人税法と同一の耐用年数を適用し、平成１０年４月１日以降に取得した建物、また、平成２８年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法、その他の有形固定資産は定率法。

２．収益及び費用の計上基準

○工事売上基準
　完成基準にて計上、尚、一部進行基準を採用。

○リース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。

３．その他計算書類作成のための基本となる重要事項

○消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜方式による。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記

8,413,885 千円

２．受取手形割引額

0 円

１．有形固定資産の減価償却累計額

Ⅲ．株主資本等変動計算書に関する注記

１．当該事業年度の末日における発行済株式の数

譲渡制限株式　　1,000株

２．当該事業年度の末日における自己株式の数

なし

３．当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

項目⑩財務諸表



令和3年11月1日から令和 4年10月31日まで

単位：千円 単位：千円

流動資産 11,448,350 流動負債 2,225,013 　　　売上高 8,381,242

固定負債 3,164,130 　　　売上原価 0

負債合計 5,389,143        売上総利益 8,381,242

固定資産 9,148,180 純資産の部        販売費及び一般管理費 3,365,038

　有形固定資産 6,412,709 資本金 50,000 5,016,204

　無形固定資産 8,630 利益剰余金 15,157,387 17,959

　投資その他の資産 2,726,841 純資産の部合計 15,207,387 5,034,163

資産合計 20,596,530 負債及び純資産合計 20,596,530

-147,674

4,886,489

1,867,990

3,018,499

単位：千円

Ⅰ．株主資本

50,000

50,000

12,500

12,500

（2）その他利益剰余金

1,956,388

1,068,499

3,024,887

13,388,888

1,768,499

15,157,387

0

0

13,438,888

1,768,499      

15,207,387

Ⅱ．評価・換算差額等

Ⅲ．新株予約権

純資産合計 13,438,888     

1,768,499      

15,207,387

前期末残高

当期変動額

当期末残高

前期末残高

当期変動額

当期末残高

前期末残高

当期変動額

当期末残高

4.自己株式

前期末残高

当期変動額

当期末残高

株主資本合計

前期末残高

当期変動額

当期末残高

3.利益剰余金

（1）利益準備金

前期末残高

当期変動額

当期末残高

利益剰余金合計

前期末残高

当期変動額

当期末残高

繰越利益剰余金

前期末残高

当期変動額

当期末残高

当期末残高

2.資本剰余金

前期末残高

当期変動額

当期末残高

1.資本金

前期末残高

当期変動額

　　　当期純利益

株主資本等変動計算書

令和3年11月1日から令和4年10月31日まで

特別損益の部

　　　特別損益

税引前当期純利益

　　　法人税その他の税額

　　　営業利益

　　　営業外損益

　　　経常利益

令和4年10月31日現在 令和3年11月1日から令和4年10月31日まで

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

【 財　　務　　諸　　表 】

貸借対照表 損益計算書

項目⑩財務諸表



令和3年11月1日から令和 4年10月31日まで

２．当該事業年度の末日における自己株式の数

なし

３．当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

Ⅲ．株主資本等変動計算書に関する注記

１．当該事業年度の末日における発行済株式の数

譲渡制限株式　　1,000株

7,884,694 千円

２．受取手形割引額

0 円

１．有形固定資産の減価償却累計額

○消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜方式による。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記

○リース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。

３．その他計算書類作成のための基本となる重要事項

○有形固定資産
　法人税法と同一の耐用年数を適用し、平成１０年４月１日以降に取得した建物、また、平成２８年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法、その他の有形固定資産は定率法。

２．収益及び費用の計上基準

○工事売上基準
　完成基準にて計上、尚、一部進行基準を採用。

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．固定資産の減価償却の方法

【 財　　務　　諸　　表 】

個別注記表

令和3年11月1日から令和4年10月31日まで

項目⑩財務諸表



令和2年11月1日から令和 3年10月31日まで

単位：千円 単位：千円

流動資産 8,095,812 流動負債 1,160,868 　　　　売上高 6,363,581

固定負債 3,343,658 　　　　売上原価 0

負債合計 4,504,526          売上総利益 6,363,581

固定資産 9,847,602 純資産の部          販売費及び一般管理費 3,242,928

　有形固定資産 6,727,434 資本金 50,000 3,120,653

　無形固定資産 8,427 利益剰余金 13,388,888 5,514

　投資その他の資産 3,111,741 純資産の部合計 13,438,888 3,126,167

資産合計 17,943,414 負債及び純資産合計 17,943,414

-134,428

2,991,739

1,068,517

1,923,222

単位：千円

Ⅰ．株主資本

50,000

50,000

12,500

12,500

（2）その他利益剰余金

1,988,777

-32,389

1,956,388

12,765,666

623,222

13,388,888

0

0

12,815,666

623,222         

13,438,888

Ⅱ．評価・換算差額等

Ⅲ．新株予約権

純資産合計 12,815,666     

623,222         

13,438,888

前期末残高

当期変動額

当期末残高

前期末残高

当期変動額

当期末残高

前期末残高

当期変動額

当期末残高

4.自己株式

前期末残高

当期変動額

当期末残高

株主資本合計

前期末残高

当期変動額

当期末残高

3.利益剰余金

（1）利益準備金

前期末残高

当期変動額

当期末残高

利益剰余金合計

前期末残高

当期変動額

当期末残高

繰越利益剰余金

前期末残高

当期変動額

当期末残高

当期末残高

2.資本剰余金

前期末残高

当期変動額

当期末残高

1.資本金

前期末残高

当期変動額

　　　　当期純利益

株主資本等変動計算書

令和2年11月1日から令和3年10月31日まで

特別損益の部

　　　　特別損益

税引前当期純利益

　　　　法人税その他の税額

　　　　営業利益

　　　　営業外損益

　　　　経常利益

令和3年10月31日現在 令和2年11月1日から令和3年10月31日まで

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

【 財　　務　　諸　　表 】

貸借対照表 損益計算書

項目⑩財務諸表



令和2年11月1日から令和 3年10月31日まで

２．当該事業年度の末日における自己株式の数

なし

３．当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

Ⅲ．株主資本等変動計算書に関する注記

１．当該事業年度の末日における発行済株式の数

譲渡制限株式　　1,000株

7,461,534 千円

２．受取手形割引額

0 円

１．有形固定資産の減価償却累計額

○消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜方式による。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記

○リース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。

３．その他計算書類作成のための基本となる重要事項

○有形固定資産
　法人税法と同一の耐用年数を適用し、平成１０年４月１日以降に取得した建物、また、平成２８年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法、その他の有形固定資産は定率法。

２．収益及び費用の計上基準

○工事売上基準
　完成基準にて計上、尚、一部進行基準を採用。

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．固定資産の減価償却の方法

【 財　　務　　諸　　表 】

個別注記表

令和2年11月1日から令和3年10月31日まで

項目⑩財務諸表


